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要旨 

 

2010 年代以降の移民政策活発化に伴って、多くの外国人労働者が日本で雇用されてい

る。特に大企業ではダイバーシティ・マネジメントの戦略的広がりもあり、ホワイトカラ

ー外国人の受け入れに積極性を示している。しかし既存研究は一時点の外国人雇用と基礎

的な企業属性変数との関連を主眼とし、外国人雇用政策に対応した外国人雇用行動のダイ

ナミズムやダイバーシティ推進状況などの変数を分析に含めてこなかった。そこで企業の

パネルデータから、外国人雇用政策の過渡期となる 2010年から 2022年までの外国人雇用

行動を時系列的に分析した。その結果、外国人全体の雇用と外国人管理職の雇用行動は強

く関連する一方、両者ともにダイバーシティ推進の有意な影響は確認されなかった。また

外国人雇用数は近年有意に増加しているのに対し、管理職数の有意な増加はみられないが、

雇用企業数の観点で分析すると、外国人雇用企業の有意な増加に先駆けて、外国人管理職

雇用企業の有意な増加が確認された。  

 

キーワード：日本企業、外国人雇用、ダイバーシティ推進、外国人管理職、パネルデ

ータ分析 

 

  

 
1 本稿は科学研究費（24K22657）による研究成果である。また本稿に含まれる誤りは、

すべて著者の責任に帰するものである。  
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１．問題設定  

 

日本国内の外国人雇用を取り巻く環境は、この 20 年間で急速に整備されている。法務

省「在留外国人統計」のデータをみると、日本での中長期滞在者数は 2023 年に 341 万人

を超え、過去最高を更新した。彼らを在留資格に応じて身分に基づくもの、就労に基づく

もの、それ以外に大別し、それぞれの年別推移を示した図 1 からは、就労に基づく在留資

格を獲得した外国人の増加が近年の中長期滞在者数増加の一因であるとわかる。2006 年

時点で約 20 万人であった就労に基づく在留資格をもつ外国人は、2023 年時点では 100 万

人を超え、コロナ禍となる 2020年と 2021年を除けば一貫して上昇している。外国人労働

者の増加傾向は、図 1 の折れ線グラフで示した、各事業所で就労する外国人労働者に関す

る届出状況をまとめた厚生労働省「外国人雇用状況」データからも確認できる。事業所に

よる外国人の情報届出が必須となった 2007 年 10 月以降、日本で働く外国人の実態把握が

進むと同時に、労働者数の増加も確認されている。2023 年時点で国内の事業所では、200

万人を超える外国人労働者が働いている。  

 

図 1 中長期滞在者に占める在留資格別外国人数と事業所で働く外国人労働者数の推移  

  

 

この背景には、日本の移民政策と労働市場の付置に応じた外国人受け入れの歴史があ

る。日本は、高い専門性や技術を持った外国人（以降、外国人材）は積極的に誘致する一

方、特別なスキルや技能のない外国人の「人手」は受け入れないという移民政策の原則を

保持している（梶田，1994；明石，2017）。しかし単純労働力は受け入れないという政策
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的な建前の一方、日本人の労働力不足を補填する実質的な担い手として、多くの外国人が

低熟練労働に従事している。留学生によるパート・アルバイトや、2010 年の入管法改正

で在留資格が制度化された、技術移転を目的とする技能実習生などが条件付きで就労を認

められ、地方や中小企業など逼迫した人手不足を補うブルーカラー労働者として働いてい

る。  

一方で外国人材は、停滞する日本経済の成長促進の起爆剤として、積極的な受け入れ

が期待されている。外国人材の受け入れ政策が本格化するのは、文科省「留学生 30 万人

計画」において潜在的労働力としての留学生受け入れ論理が顕在化し、高度人材受入推進

会議が設置される 2008 年以降である（濱口，2010；明石，2010）。同会議による審議の

結果、2012 年には優秀な外国人材に積極的な優遇措置を与える高度人材ポイント制度が

導入された。これに呼応し、2014 年入管法改正（2015 年施行）では高度専門職の在留資

格新設や、在留資格「技術」と「人文知識・国際業務」の一本化など、より日本的な雇用

慣行に沿った入管管理体制を強化し、企業による一層の外国人材受け入れを図った（大石，

2018）。また 2018 年の入管法改正によって、国内人材の供給が困難となった特定産業に

限定し、一定程度の専門性を有する外国人の受け入れを認めた特定技能の在留資格が制度

化された。  

こうして労働市場の人手不足を埋める外国人労働者をサイドドア・バックドアから限

定的に受け入れる一方、一部の優秀な外国人を高度人材と明確に定めつつ、大卒正社員相

当の外国人労働者から特定技能までを含めた、外国人材の積極的な受け入れ政策が続いて

いる。その結果として、図 1 のような外国人労働者の増加が生じている。専門的・技術的

な在留資格をもつ外国人数は 2023 年時点で 70 万人を越え、近年急速に増加している。就

労を理由にフロントドアから受け入れられる外国人の多くは、大卒正社員相当の立場を有

し、日本の雇用社会のフルメンバーシップを付与される対象として企業組織で働いている。

また国籍の異なる人材が組織に生み出す効果はダイバーシティ・マネジメントの文脈から

も注目され、外国人雇用への関心は高まっている（馬越，2011；園田，2023a）。日本国

内で企業が抱える人的資源を考えたとき、もはや外国人労働者は無視できる存在ではない。  

以上の変化に伴い、外国人材の受け入れ政策（明石，2010；大石，2018）や、日本に

滞在する外国人の労働市場参入状況の違い（是川，2019；永吉，2021）が着目されてき

た。しかし、外国人雇用政策が外国人個人と日本社会という対応関係のなかで考察されて

きた影響もあり、その重要性に比して、その媒介となる企業組織を単位とした外国人雇用

の量的把握がほとんど進んでいない。特に外国人材の主たる受け皿となる日本の大企業

（塚﨑，2008）は、外国人雇用政策の実質的影響力をもつ中核的アクターだと指摘され

る一方（濱口，2021；園田，2023b）、製造業やサービス業を中心に多くのブルーカラー

外国人を抱える存在でもある。では外国人材の積極的な受け入れ政策が進む昨今、日本の

大企業はブルーカラー／ホワイトカラー外国人の雇用をどの程度進めているのか。この点

については、ほとんど計量的な実証的考察が深められておらず、とりわけ外国人労働者の

受け入れ政策が加速した 2010 年以降の変化が検討されていない。そこで本稿では、主と

して日本の大企業を対象とし、外国人の雇用行動の特徴を、2010 年以降の変化に着目し

て定量的に把握することを目的とする。  
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２．先行研究の検討と本稿の課題  

 

日本の組織による外国人雇用を対象とした分析は、潜在的労働力である留学生の雇用

（守屋，2012；古沢，2023）や特定国籍の外国人の雇用状態に着目した研究（是川，

2019；永吉，2021）など、断片的に行われてきた。前者の研究群では、主に外国人留学

生に求める能力やその採用ルートへの関心が強く、日本人同様の日本語能力を求め、日本

人と変わらない新卒採用ルートのなかで雇用したいとする企業人事部の姿勢が浮き彫りに

なった（守屋，2012；古沢，2023）。後者の研究では、移民の正規雇用への就職確率は日

本国籍者に比して低いものの、日本での学歴や日本語能力、新卒市場からの参入がその就

労確率が高めており（永吉，2021）、また専門人材としての就職可能性は国籍の違いが影

響することも示される（是川，2019）。これらの研究は、日本企業が日本人と同程度の能

力を有する外国人労働者を求め、そのなかでも外国人材として就職できる外国人が限定的

である事実を示唆するが、企業が実際にいかなる外国人を雇っているのかを検討していな

い。  

一方で企業間における外国人雇用行動の差異に着目した研究も、少数ながら存在する。

塚﨑（2008）は外国人材の雇用に限定して、教育・情報通信・製造業に従事する、大企

業ほど、外国人材を雇用しやすい傾向があると述べる。また中村ほか（2009）は、複数

の調査データを関連づけながら、平均勤続年数の少ない、従業員数が中程度の企業ほど、

外国人労働者を雇用しやすい傾向を指摘する。近年では内閣府（2019）の報告書による

と、外国人労働者を増加させる企業は女性や高齢者などの多様な働き手も増加させる傾向

にあり、ダイバーシティ・マネジメントへの志向が強いことが示唆される。園田（2023a）

は塚﨑の議論を引き継ぎ、業種と企業規模が外国人材の雇用を有意に増加させる傾向を指

摘している。  

ただし以上の先行研究は、2 つの課題を含んでいる。第 1 に、企業の外国人雇用行動に

関する傾向の把握を目的とした静態的記述に焦点化されていたため、一時点のクロスセク

ショナルな分析が主であり、日本企業による外国人雇用行動のダイナミズムを検討できて

いない。既存研究の結果を比較しても、その結果の差異が時代の変化に由来するのか、調

査対象企業の違いによるものなのかを識別できないため、企業行動の変化は捉えられない。

特に外国人雇用をめぐる制度的変化が激しい 2010 年代以降の動向を検討するにあたり、

その渦中において日本企業がその制度と規範の変容にどう対応していったのかを考察する

ことは、先行研究への実証的貢献だけでなく、政策的意義も大きい。  

第 2 に、既存の分析では企業規模や業種といった企業の基礎的な属性変数と外国人雇用

の関連に着目していたが、近年のダイバーシティ推進への対応など、より多くの要因と外

国人雇用の関連を考察していく必要がある。大企業は、これまで製造業を中心としてブル

ーカラー外国人の受け入れを行ってきたし、近年は外国人材の確保にも積極的な姿勢を見

せる。つまり大企業とは、ブルーカラーとホワイトカラーの外国人労働者をどちらも必要

としうる存在であるがゆえに、どの外国人をどの程度雇うのかという大企業間での雇用行

動の差異は大きいと想定される。企業間の異質性を分析する際に 1 つの指標となるのが、

企業のダイバーシティ推進状況である。ダイバーシティ・マネジメントは人材の多様性を

活かすことで組織の生産性を高めようとする雇用戦略であり、特に法定雇用率などの法的
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拘束がない外国人については、主にホワイトカラー外国人材を増やす人材戦略とつながっ

ている（園田，2023a）。アメリカの非白人の雇用に関する研究からも、ダイバーシティ

部署の設置や管理職層以上のマイノリティの存在、ダイバーシティ雇用比率の設定が非白

人の雇用にポジティブな効果をもたらすことが指摘される（Kalev et al. , 2006; Dobbin and 

Kalev, 2022）。同様の効果は、日本企業における女性雇用を対象とした研究でも確認され

る（Mun and Jung, 2018；吉田，2024）ことを踏まえると、ダイバーシティ推進がいかに

外国人雇用に影響するのかを考察すべきだろう。 

そこで本稿では、主に日本の大企業における外国人雇用に着目し、外国人雇用がいか

なる企業の特徴や状況によってもたらされているのかを、その雇用行動が確認できるパネ

ルデータを用いて時系列的に検証する。既存研究では雇用行動のダイナミズムに着目でき

なかったために、企業の異質性がコントロールされず、いかにして日本企業で働く外国人

労働者が増加しているのかを識別することができなかった。複数時点の企業行動を観察し

たパネルデータを用いるメリットは、対象企業の同一性を担保することで企業の観察され

ない異質性（経営状況や組織風土、外国人雇用への積極性など）を統制できる点と、企業

内・企業間の変動の差異に注目した分析ができる点にある。特に 2010 年代以降、(1)同一

企業における外国人雇用数の増加と、(2)外国人を雇用する企業数の増加がどのように生

じたのかを考察すべきであろう。 

 

３．データと分析方法  

 

３−１．データの特性  

本稿の分析に用いるのは、東洋経済新報社「CSR データ（雇用・人材活用編）」である。

これは年 1 回、全上場企業と主要未上場企業を対象に人材の雇用・活用状況について尋ね

たパネルデータである。調査対象企業のうち、従業員数が 300 人以上の大企業割合は

72.9%となっており、主として日本の大企業を扱う本稿の検討に最適なデータだと言える。

本稿が扱う外国人雇用に関する変数は、2012 年からデータ化がなされているため、2012

年から 2024 年までの 13 年間のデータを用いる。ただしデータ公表の前年に行うアンケー

ト調査時点で既知の情報が反映されるため、当該年度に公表されたデータは 2 年前の情報

となる。そのため本稿では、まさに外国人雇用政策をめぐる制度の設計・修正が行われて

いる期間である、2010 年から 2022 年までに雇用されていた外国人労働者に関するデータ

を実質的に扱っている。 

CSR データに存在するのは日本で直接雇用される外国人労働者数のデータであり、そ

こにはホワイトカラー層の外国人材とブルーカラー労働者がどちらも含まれる可能性があ

り、その識別は極めて困難である。本データには個別の外国人がどのような国籍や学歴、

在留資格を有するかといった情報はないが 1)、国内で直接雇用する外国人労働者の情報以

外にも、管理職における外国人数を訪ねている。そこで本稿では、外国人雇用数のデータ

をホワイトカラーとブルーカラーをどちらも含みうる変数として、外国人管理職のデータ

をホワイトカラーのみを含んだ変数として扱う。  

観測年度ごとの外国人雇用数・一時点前からの外国人雇用数の変化・外国人管理職数

の推移を示した表 1 からは、外国人雇用企業と平均的な雇用数の緩やかな増加傾向が見て
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とれる。つまり全体としては、外国人を雇用する企業と、各企業で雇用する外国人労働者

の数が同時に増加している。一方で標準偏差を見ると、外国人労働者を大量に雇用する企

業が存在するために、外国人雇用数の分散が非常に大きい。外国人管理職についても、雇

用企業と雇用数の平均値は増加しているものの、企業間の分散が大きいという同様の特徴

が確認される。ただし 2020 年のコロナ・ショックは、外国人雇用数の平均を前年度より

約 10 人減少させたのに対し、外国人管理職数の平均には影響を与えていないなどの違い

も確認できる。 

 

表 1 外国人雇用数・一時点前からの外国人雇用数の変化・外国人管理職数の推移   

 

 

一方で外国人雇用数における同一企業内での前年度との差分に着目すると、基本的に

は毎年雇用数を伸ばす傾向が見られるなか、コロナ禍となった 2020 年は平均で−1.863 と

いう変化が確認された。全体数の平均だけでなく、各企業内での変化の平均を見ても、

2020 年に顕著な新型コロナウィルス感染拡大の影響は外国人労働者の数を減少させてい

た。その反動として、2022 年には外国人雇用数の大幅な増加が確認できる。  

 

図 2 外国人従業員と外国人管理職の雇用に関する生存確率  
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また、どの程度の企業が外国人雇用と外国人管理職の雇用を行なっているのかを示し

たのが図 2 である。リスクセットに入る企業群のうち、一度でも外国人・外国人管理職を

雇用した企業を「死亡」、一度も雇用していない企業を「生存」とみなすと、その生存確

率が時間とともに減少していることが確認できる。観測期間中に一度も外国人を採用して

いない企業の割合は、年々ほぼ一定の割合で減少し、2022 年のデータ収集時点ではサン

プルサイズ全体の 0.8%にすぎない。一方で外国人管理職を一度も雇用していない企業は、

2020 年前後から徐々にその割合が少なくなっているものの、2022 年時点でも全体の約

13%を占める。どちらも近年に従って雇用確率の上昇が確認できるが、一定の割合で進む

外国人従業員の雇用に対し、外国人管理職の雇用は 2010 年代後半から本格化したといえ

る。  

 

３−２．分析方法  

本稿では、どのような企業が外国人を雇い、その企業がどの程度の外国人を雇用して

いるか、という 2 段階の考察を加える。そこで以降の分析では、雇用の有無を 2 値変数化

した外国人雇用ダミー／外国人管理職雇用ダミー、実際の雇用数を尋ねた外国人雇用数／

外国人管理職数の 4 つをそれぞれ従属変数とした回帰分析を行う。  

独立変数として、まずは年度ごとの効果をみるために、年度ダミーを用いる。2010 年

を起点とし、翌年以降どのように外国人雇用数が変化したのかを分析したい。加えて企業

属性変数として、先行研究で指摘された業種、従業員数 2)、平均勤続年数、さらには人材

の過不足状況や採用ルートを示す変数として離職者数と新卒割合、ステークホルダーを意

識した企業行動をとるか否かにかかわる変数として上場の有無を用いる。またダイバーシ

ティ推進状況を示す変数として、上層外国人数（管理職／部長／役員／執行役員）、ダイ

バーシティ対応部署の有無、ダイバーシティ雇用の目標設定の有無、ダイバーシティ推進

に関する経営方針の有無といった変数を用いる。  

これらの独立変数を段階的に投入する。まずは Model 1 として年度ダミーのみを投入し

たモデルを考え、続く Model 2 では先行研究で指摘される企業属性変数を統制し、さらに

Model 3 では企業のダイバーシティ推進に関する変数を追加する。これによって、Model 

1 で見られた年度ごとの効果が、どのように変化していくのかを検討したい。  

本稿は、各企業におけるデータから観測できない異質性を統制するために、固定効果

モデルでの推定 3)を行う。固定効果モデルを用いることで、その企業の平均的な状態を統

制し、より企業内的な変化を厳密に捉えることが可能になる。今回は個別の企業を識別し

ないプールドモデルと係数や有意性を比較することで、どの要因が企業間・企業内の外国

人雇用行動の違いに影響しているのかを検討していく。具体的には、以下の式で示される

線形固定効果モデル 4)を用いて分析を行う。ここでの𝑿𝑖𝑡は、統制変数となる企業属性変数

とダイバーシティ推進に関する変数群となる。  

 

𝑦𝑖𝑡 = 𝛼 + yeart + 𝛽𝑿𝑖𝑡 + 𝜀𝑖𝑡 

 

ただし 4 つの従属変数ごとに、上層外国人数に関する変数の投入の仕方は異なる。外国

人雇用数を従属変数とするモデルでは、どの層の外国人の増加がホワイトカラーとブルー
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カラーを含む外国人の総数に影響するのかを検討するため、上層外国人に関する全ての変

数を投入する。しかし外国人雇用ダミーを従属変数とする場合、上層外国人数に関する変

数は全て「外国人を雇用している状態」を含んでしまうため、分析モデルから除外する。

また外国人管理職数⊆外国人部長数というネスト構造があるため、管理職に関する分析か

らは外国人部長数を除外する一方、管理職雇用の十分条件である外国人雇用数については

独立変数として扱う。  

以降、それぞれの変数において欠損値を含むケースをリストワイズ法で除去した 13 年

分のデータを用いて分析を行う。サンプルサイズは N＝5865（n=1055 社）であり、分析

に使用した変数の基礎統計量は表 2 の通りである。分析には STATA18.0 を用いた。  

 

表 2 変数の基礎統計量

 

 

４．分析結果  

 

４−１．外国人雇用数に関する検討  

表 3 は、外国人雇用ダミーを従属変数としたプールドモデルと固定効果モデルの分析結

果を示している 5)。プールドモデルをみると、Model 1 では年度ダミーの効果が正の有意、

つまり近年になるほど外国人を雇用する企業が増える傾向が確認できるが、その効果は

Model 3ではほとんど有意でない。Model 2とModel 3をみると、業種の違いや従業員数、

平均勤続年数、新卒比率が統計的に有意な影響をもたらしていた。本事例からも大企業か

つ平均勤続年数の若い企業で外国人雇用が活発であるという先行研究の指摘（塚﨑，

2008；中村ほか，2009；園田，2023a）が成り立つことが示される。サービス業に比べ、
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製造業や情報通信業で外国人を雇用しやすく、電気・ガス・熱供給・水道業や金融・保険

業、不動産業で外国人を雇用しにくい傾向も確認された。また Model 3 からは、ダイバー

シティ部署（𝑝 < 0.01）や多様性に関する基本理念（𝑝 < 0.05）のある企業で、統計的に

外国人を雇用しやすい有意な関係がみられる。アメリカの先行研究（Kalev et al. , 2006;  

Dobbin and Kalev, 2022）で指摘された、ダイバーシティ部署の設置が非白人の雇用にも

たらす正の効果は、外国人雇用における日本の事例からも検証される。  

 

表 3 外国人雇用ダミーを従属変数とした回帰分析の結果   

 

 

ただし固定効果モデルの結果をみると、同様に年度ダミーの有意な効果はほとんど確

認されないが、独立変数にみられた有意な効果も弱まっている。従業員数の増加（ 𝑝 <

0.05）、離職者数の減少（𝑝 < 0.1）、新卒割合の増加（𝑝 < 0.1）など、企業が安定・拡大し

ている状況では、外国人を雇用しやすくなる傾向が示された。一方でダイバーシティ推進

変数は統計的に有意な結果を示しておらず、観察されない異質性を排した場合、これらは

外国人雇用を惹起する要因になっていないと推測される。プールドモデルに比べて決定係



 

 11 

数の値が低く、とりわけ企業間分散の説明力が低いため、外国人雇用の有無には固定効果

モデルでオミットされた業種の影響が強いことが示唆される。  

 

表 4 外国人雇用数を従属変数とした回帰分析の結果  

 

 

表 4 は、外国人雇用数を従属変数とした分析結果を示している。プールドモデルをみる

と、2010 年に比べ、近年になるに従って外国人雇用数が有意に増加する傾向が見られた。

その傾向は企業属性変数を統制してもほとんど変わらない効果を示すが、ダイバーシティ

推進変数を投入すると、統計的な有意性は弱まる。また表 3 と同様に、Model 3 でも従業

員数と平均勤続年数が統計的に有意であった。ただし Model 3 で投入した変数をみると、

外国人管理職数が正の有意（𝑝 < 0.001）、外国人役員数が負の有意（𝑝 < 0.05）がみられ、

それ以外には統計的に有意な関連性が見られなかった。外国人管理職を１人増やすと全体

の外国人数が 9.304 増加するのに対し、外国人役員数を１人増やすと 14.691 人減少する

という負の関係性が見られたのは、外国人役員を登用する企業で必ずしも外国人従業員の
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雇用が盛んなわけではないからだと考えられる。外国人管理職の増加が雇用数を高める点

は、先行研究の指摘（Kalev et al., 2006; Dobbin and Kalev, 2022）と重なる一方、ダイバ

ーシティ部署や雇用目標の設定などは、雇用数に有意な影響を与えていなかった。  

これに対し、固定効果モデルの結果をみると、当該時期の日本の外国人雇用政策にて

高度人材ポイント制が導入された 2012 年と、入管法の改正が公布された 2014 年以降で、

年度ダミーの正の関連性が確認される。投入した独立変数では説明されない要因として、

近年の外国人雇用数の有意な増加が捉えられる。企業属性変数では、プールドモデル同様、

Model 3 でも従業員数（𝑝<0.01）と平均勤続年数（𝑝<0.1）の変化が、その企業での外国

人雇用数に統計的に有意な影響を与えていた。また同様に、同一企業内で外国人管理職を

1 人増やすことで外国人雇用数が 1.44 人増加する（𝑝 < 0.01）という正の関連性がみられ

た。一方で外国人執行役員の増加が、外国人従業員数を約 10 名上昇させるという正の有

意な影響（𝑝 < 0.05）も確認された。このモデルは、企業内分散（Within）を 8.9％程度し

か説明しないのに対し、企業間分散（Between）の約 68.7%を説明することから、企業間

での外国人雇用の違いを説明するのに適している。  

 

４−２．外国人管理職数に関する検討  

続いて、外国人管理職ダミーを従属変数とした分析結果を示したものが、表 5 である。

プールドモデルをみると、Model 1 では年々外国人管理職を雇用しやすくなる有意な効果

がみられるが、Model 3 ではその効果は有意な結果を示さない。企業属性変数をみると、

業種や従業員数、新卒比率などで頑健な有意性が確認できる。新卒比率が有意な負の効果

をもつ点が、他の分析結果ではみられない特徴であり、中途人材を用いた人材マネジメン

トを行う企業では外国人管理職を雇用しやすいという結果が支持される。Model 3 からは、

外国人役員数が正の効果をもつ一方（𝑝 < 0.001）、執行役員数は負の有意（𝑝 < 0.1）とな

っており、外国人の執行役員を導入する企業ではむしろ外国人管理職を雇用していない企

業が多いという関係が示唆された。外国人従業員の増加は、管理職の雇用確率に有意な影

響を与えていない点も興味深い。また多様性の基本理念は、外国人管理職の雇用確率を有

意に高めていた（𝑝 < 0.01）。 

一方で固定効果モデルからは、年度ダミーの効果がほとんど独立変数によって媒介さ

れず、2015 年以降、有意に外国人管理職を雇用していることが示された。また上場の有

無も有意な正の効果（𝑝 < 0.01）が確認された。これは様々な条件を統制したとき、上場

する企業では有意に外国人管理職を雇用しやすいことを意味しており、外国人管理職の雇

用がステークホルダーなど外部からの視線を意識した形でもたらされる可能性を示唆して

いる。観察されない異質性を統制すると、外国人数（𝑝 < 0.05）のみが有意に外国人管理

職の雇用確率を上げており、プールドモデルで確認されたダイバーシティ推進変数の有意

な影響はみられなかった。  
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表 5 外国人管理職の有無を従属変数とした回帰分析の結果

  

 

最後に表 6 のプールドモデルの結果をみると、Model 1 では外国人管理職数が年々有意

に増加しているが、条件を統制した Model 3 では統計的に有意な増加傾向は確認できない。

また Model 2 で有意性を示した上場の有無、離職者数、新卒比率はどれも Model 3 では統

計的に有意ではなく、Model 3 でも有意となった従業員数（𝑝 < 0.1）も含め、ロバストな

結果とは言い難い。これらの要因は、Model 3 で投入した変数によって媒介されたと考え

られる。外国人管理職数は、外国人雇用数（𝑝 < 0.001）や外国人役員数（𝑝 < 0.05）、外

国人執行役員数（𝑝 < 0.01）との正の有意がみられた。外国人管理職数の増加は、ブルー

カラーとホワイトカラーを含んだ外国人全体の増加だけでなく、より限定的なホワイトカ

ラー外国人の増加とも連動している。  

固定効果モデルの結果からも、年度ダミーの効果が Model 3 ではほとんど統計的有意を

示さず、外国人数や外国人上位管理職者数が正の有意を示すなど、プールドモデルとほぼ

同様の結果が析出された。観察されない異質性を統制しても、外国人数や外国人執行役員

の増加が、管理職数の増加をもたらす結果となった。より戦略的な意図で登用される外国

人執行役員の増加が、当該企業の外国人管理職を有意に増やすことが示された。また固定



 

 14 

効果モデルでは、上場の有無が Model 3 でも統計的に有意となった（𝑝 < 0.1）。この

Model 3 は、企業間分散を約 86％説明しており、企業ごとの外国人管理職の雇用をよく説

明できるモデルとなっている。  

 

表 6 外国人管理職数を従属変数とした回帰分析の結果

 

 

５．議論 

 

 本稿の分析で示されたのは、大きく 3 点である。まず、ホワイトカラーとブルーカラー

を含んだ外国人雇用数と、ホワイトカラーのみを含んだ外国人管理職数は、様々な条件を

統制しても強い連関がみられる点である。外国人管理職の増加は外国人雇用数を有意に高

め、外国人雇用数の増加は外国人管理職を有意に高める。また外国人雇用数だけでなく、

外国人役員数についても、外国人管理職の数と有無に正の効果を与えていた。一方でプー

ルドモデルに限定されるが、外国人役員数は外国人雇用数に対して、外国人執行役員数は
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外国人管理職の有無に対して、それぞれ負の有意な効果を示していた。外国人役員を登用

する企業は、よりホワイトカラーに限定した戦略的観点から外国人雇用を企図するために、

結果として外国人役員数が外国人従業員数に負の影響をもたらす可能性がある。同時にプ

ールドモデルで外国人執行役員数と外国人管理職の有無に負の関連があることは、多くの

企業がホワイトカラー外国人の雇用において、外国人執行役員を導入する、または外国人

管理職を登用するというどちらかの戦略に二分される現状を示唆している。  

次に、ダイバーシティ推進の状況に関する変数は、プールドモデルの外国人・外国人

管理職の有無にのみ有意な影響をもたらすが、どの従属変数に対しても固定効果モデルで

は有意な傾向を示していなかった。この結果は、ダイバーシティ推進の目標設定等がある

企業では外国人・外国人管理職を雇いやすいが、これは企業間の異質性によってもたらさ

れる有意な差異であり、目標設定によって有意に外国人の雇用確率が上昇するわけではな

いことを意味する。アメリカの先行研究とは異なり、ダイバーシティ推進状況が整う企業

で有意な外国人雇用数の増加が見られない点は、必ずしもダイバーシティ推進施策が多様

な人材の雇用実態につながっていないという日本企業の特徴を想起させる。同様の点につ

いて、日本企業の女性雇用問題を扱った吉田（2024）はダイバーシティ部署の設定が単

なる「見せかけ」にすぎず、組織内外に効率よくアピールするための戦略となっているこ

とを指摘する。日本企業の外国人雇用行動を分析した本稿の知見からも、同様の可能性が

示された。また外国人雇用への組織的対応と雇用実態のギャップは、外国人雇用が多様性

への対応としてでなく、現状の雇用システムに適合的な形で限定的に行われる日本企業の

姿勢（守屋，2012；古沢，2023）によっても説明可能であろう。  

 最後に、特定の企業属性変数は、外国人・外国人管理職の雇用に有意な影響を与えてい

た。従業員数は他の変数を統制しても外国人雇用の数と有無に有意な正の効果があり、平

均勤続年数は外国人雇用数に負の効果があった。プールドモデルに限定されるが、業種の

違いは、外国人・外国人管理職の雇用数にはさほど影響しない一方、雇用の有無では多く

の有意な差が見られた。サービス業に比べて製造業、情報通信業、農林業で外国人を雇用

しやすく、インフラ関連業や金融・保険業で雇用しにくい傾向があった。これらは既存研

究（塚﨑，2008；園田，2023a）の指摘とも部分的に重なるが、興味深いのは、外国人管

理職の有無と雇用数を従属変数とする固定効果モデルで、上場の有無に正の有意な効果が

確認された点である。この結果からは、外部からの視線を意識した企業行動の結果として、

外国人管理職の雇用が行われている可能性が指摘できる。  

 

６．結論 

 

 以上の分析から、日本企業による外国人雇用行動の実態と変化の特徴が浮かび上がって

くる。主な調査対象企業である日本の大企業では、外国人を雇用する企業が年々増加して

おり、企業あたりの雇用数も平均的に増加していた。雇用している企業・雇用数ともに外

国人従業員の雇用よりも少ないものの、外国人管理職についても同様の傾向が確認された。

前者はホワイトカラーとブルーカラーどちらの外国人労働者も含みうる概念であり、後者

はホワイトカラーに限定される対象であるため、観察されない異質性など様々な条件を統

制した回帰分析によって、相互の関係性について検討した。  
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その結果、雇用数の増加については、相互にその雇用数を高め合う関係がみられた。

一方で、外国人管理職に関する分析からは、上場の有無が有意な影響をもたらすなど、外

部のステークホルダーを意識した人事戦略としての外国人雇用の様相が浮かび上がる。ま

たダイバーシティ推進変数は、ほとんど外国人の雇用行動に有意な影響を与えておらず、

この知見も外国人雇用の実態を伴わない戦略としてのダイバーシティ・マネジメントが行

われていることの一つの証左である。  

外国人雇用行動の時代的な変化をみると、外国人雇用数は近年にかけて有意に増加し

ているといえるものの、外国人管理職数ではほとんど有意な差はない。雇用数の変化だけ

でみると、むしろコロナ禍に外国人雇用が控えられた様子が確認できた。企業の観察され

ない異質性を統制すると、2010 年と比較して有意に外国人雇用企業が増加したといえる

のは 2020 年以降であるのに対し、外国人管理職を雇用する企業の増加は 2015 年以降の一

貫した傾向として特徴づけられる。  

本稿はこれまで検討されてこなかった日本企業の雇用行動の時系列的変化を分析する

ことで、新たな展望を得ることに成功した。本格的に外国人の雇用が進み始めたのは外国

人材の受け入れ強化を企図した 2015 年の入管法改正以降であり、外国人雇用企業の有意

な増加傾向が確認されるのは 2020 年以降である。また外国人雇用の増加はすでに外国人

を雇用していた企業による数的拡大によって、外国人管理職の増加は外部からの視点に反

応して新たに外国人を登用する企業数の増加によって、それぞれ説明される。分析対象企

業においては、外国人の雇用を目標の一つに定めたダイバーシティ・マネジメントへの関

心が高まった一方で、企業内でのダイバーシティ施策は外国人雇用の有意な増加という結

果に結実していない現状も浮かびあがった。  

ただし、本稿の分析には依然多くの課題が残されている。本稿の分析が示したのは、

あくまで日本の大企業に特化した知見であり、日本社会全体の外国人雇用の傾向ではない。

調査対象企業の多くは日本の雇用社会のなかでも上層に位置づけられる有力企業であるた

めに、日本企業全体の平均値に比して相対的に外国人の確保に注力し、そうした雇用に関

するデータを開示できるという偏りがある。また外国人受け入れの実態との連動は部分的

にしか検討することができなかったが、この点は本稿のデータの特性に依存する問題であ

り、今後は雇用されている外国人労働者に関する詳細なデータ化が求められる。雇用して

いる外国人労働者の特性を細分化して尋ねる企業調査が必要だという認識を惹起すること

ができたなら、今後この問題は実証可能な課題へと変化するだろう。  

 

注  

1)  仮に在留資格をもって分類したとしても、就労に基づく在留資格を有する外国人の

なかでも実際の職務内容は同定できず、身分に基づく在留資格を有する外国人に至っ

てはその職務内容を想定することも難しいと考えられる。  

2)  従業員数と離職者数については、大企業の存在によって分布が右側に引っ張られて

分散が大きくなっていたため、対数変換した値を独立変数として用いる。  

3)  固定効果モデルの採用に際し、ハウスマン検定にて全ての Model に 0.1%水準で統計

的に有意な差を確認した。なお観察期間中に業種を変更させた企業は、本稿の分析で

は欠損値として処理した。  
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4)  線形確率モデルを導入したのは、一度外国人を雇用した企業であっても翌年から雇

用数を 0 に戻すことも想定され、外国人従業員／管理職を雇用するかどうかは、あくま

で企業の状況に応じて確率的に発生すると捉えられるからである。そのため本稿では

外国人の雇用をあくまでも様々な変数との関連のなかで状況依存的に決定されるもの

であると考え、解釈しやすさも考慮したうえで、線形確率モデルを採用した。  

5)  有意水準 10%で統計的に有意なものを†、5%で有意なものを*、1%で有意なものを

**、0.1%で有意なものを***と表記している。また標準誤差については、企業ごとの観

察されない異質性が誤差項の分散に影響を与えている可能性があるため、クラスター

化して調整を行った。  
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Abstract  

 

Since the 2010s, changes in immigration policy have led to a significant increase in the 

employment of foreign workers in Japan. Small and medium -sized enterprises primarily hire 

blue-collar foreign workers, while large firms are eager to employ white -collar foreign 

professionals, partly driven by strategic diversity management initiatives. However, existing 

studies often focus on the static relationship between foreign employment and basic firm 

attributes, overlooking the dynamics of foreign employment beh avior and the status of 

diversity promotion in response to evolving foreign employment policies. To address this 

gap, we conducted a time-series analysis of foreign employment trends from 2010 to 2022, a 

transition period in foreign employment policy, using CSR panel data.  

The findings revealed a strong correlation between the total number of foreign employees 

and the hiring of white -collar foreign managers. However, no significant impact of diversity 

promotion initiatives on either measure was observed.  Although the number of foreign 

employees has increased substantially in recent years, the growth in foreign managers has 

been limited. On the other hand, when analyzed by the number of employing firms, while 

there was a marked rise in firms hiring foreign nationals starting i n 2020, a steady increase 

in firms employing foreign managers has been evident since 2015. These findings suggest 

that (1) the overall growth in foreign employment can be attributed to the increase in firms 

already employing foreign workers, (2) the number of foreign managers can be attributed to 

the rise in firms hiring foreign managers, and (3) the diversity promotion in companies does  

not necessarily correlate with a tangible increase in foreign employment.  

 

Keywords: Japanese firms, Employment of foreign workers, Diversity promotion,  

Foreign managers, Panel data analysis  




